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1759～1862、当時の中国の支配者満
州（清）に占領。

1862～1884、独立を取り戻す。

1884 再び清に占領。地名も「新疆」に
改名。

1933、1944 ２回独立を取り戻し、東
トルキスタン共和国を建国。

1949 ソ連の軍事介入、「ヤルタ密約」
により、中国共産党政権に占領。

1955 「新疆ウイグル自治区」となる。

エネルギー、軍事、外交戦略の要衝
• 広大な土地、石油・天然ガス等豊富な地下資源
• 核実験施設、最先端の監視システム等軍事技術の実験場
• 「一帯一路」の要衝

歴史的背景



中国人と全く異なる歴史や価値観、独自の言語や文化を持つ





欧米で広がりつつある「ジェノサイド認定」と制裁の動き・・・

ウイグル問題をめぐる各国政府・議会の動き
2021年1月19日 アメリカ政府、「ジェノサイド」及び「人道に対する罪」に認定

2月22日 カナダ議会、「ジェノサイド」に認定

2月26日 オランダ議会、「ジェノサイド」に認定

3月22日 アメリカ・カナダ・イギリス・欧州連合（EU）がウイグル問題で一斉に制裁を発表

4月22日 イギリス議会、「ジェノサイド」に認定

5月5日 ニュージーランド議会、「深刻な人権侵害」と非難する決議を採択

5月20日 リトアニア議会、「ジェノサイド」に認定

5月26日 イタリア議会、「深刻な人権侵害」と非難する決議を採択

6月10日 チェコ議会、「ジェノサイド」及び「人道に対する罪」に認定

6月15日 ドイツ議会人権委員会、「人道に対する罪」に認定

7月8日 ベルギー議会、「ジェノサイドの深刻な危機」と「人道に対する罪」と非難する決議を採択



国際法の専門家や人権団体が相次いで調査報告発表・・・

ジェノサ
イド

人道に
対する
罪

調査・
行動
を！



ロンドンに設置された
「ウイグル特別法廷」が稼働中



国民的、人種的、民族的、宗教的な集団の構成員に以下のような行
為を加えることをジェノサイドと定義しています。

（１）殺す
（２）重大な肉体的または精神的危害を加える
（３）集団の物理的な破壊をもたらす生活条件を故意に強いる
（４）集団内の出生を妨げることを目的とした措置を課す
（５）集団内の子供を強制的に他の集団に移す。

このうちの 1 つでも当てはまればジェノサイドと見なされます。

ジェノサイド条約（中国も締約国）でのジェノサイドの定義

ほぼ全てに該当することがウイグルで起きている



ウイグル各地に強制収容所・・・



BBC 2018/10/24：ウルムチ郊外で、
13万人を収容できる巨大収容所を発見

専門家の調査報告：１０００か所を超
える強制収容所の存在を指摘



地元警察(2017/10)
国連(2018/08)

：住民の40％、ノルマ制
：100万人

強制収容者の数は・・・

米国務省(2019/03) ：80万人から200万人以上
米国防総省(2019/05) ：300万人近く
台湾メデイア(2019/06) ：450万人
中国政府 ：・・・

ナチスの強制収容所における最大値(ロンドン大学教授著書)：
1945年当時71万4211人

収容所の数にしても、収容者数にしても、
ナチスをはるかに超えている



ウイグル独自文化を支える著名文化人が一斉に姿を消す・・・

ウイグル自治区
教育庁長官

新疆医科大学学長

新疆大学学長 新疆人民出版社社長

ウイグル自治区
教育出版社編集長

ウイグル自治区
社会科学院副院長



日本とゆかりのある著名なウイグル知識人も行方不明に・・・

No. 氏名 性別 所属 日本との関わり等

1 タシポラット・ティップ 男 新疆大学学長、教授 東京理科大学で博士取得

2 アブドサラム・ジャラリディン 男 新疆大学、副学部長、教授 北海道大学で博士取得

3 カマリデン・ニザミデン 男 新疆大学経済・管理学院、教授 北海学園大学で博士取得

4 ラヒレ・ダウット 女 新疆大学人文学部、教授 東京外国語大学と共同研究

5 アブドゥカディリ・ジャラリディン 男 新疆師範大学、教授、作家 北陸先端科学技術大学院大学に留学

6 アブドベスリ・シュクリ 男 新疆師範大学文学院、教授 東洋学園大学で

7 アリム・ペッタル 男 新疆医科大学教員、医師 兵庫教育大学で博士取得

8 サリワット 男 新疆財経大学 成城大学で修士取得

9 イマムジャン・イブラヒム 男 医療系コンサルティング会社 東京医科大学で研究



・終わりのない自己否定
・母語での会話まで禁止
・中共や習近平への忠誠
・拷問や虐待が横行
・正体不明の薬や注射
・女性への組織的な性的暴行

日本ウイグル協会公式サイトに
生還者の証言ビデオあり（日本語字幕付き）



強制収容所で死者が続出、遺体すら返さないケースも・・・



日本在住のウイグル人も被害に・・・

アムネスティが２０２０年2月に発表した報告書



避妊器具や不妊手術の強制による断種ジェノサイド・・・

・2017年以降、ウイグル人女性に対する大規模な避妊器具や不妊手術強制キャンペーンを開始。
・2018年には中国で行われた子宮内避妊器具（IUD）装着手術の80％がウイグルで行われた。
・不妊手術についても、2018年には中国全体平均より7倍も多く不妊手術がウイグルで行われた。
・カシュガルなどウイグル文化の中心地では、ウイグル人人口の自然増加率が僅か2年余りで86％も減った。
・2017年と比べ、2018年には、不妊になった女性は124％、夫と死別した女性は117％増加。

アメリカのシンクタンクが２０２０
年６月に発表した報告書

不妊手術が5年で19倍も増加
不妊手術を受けた人の 99％がホータン、カシュガル、アクスの
3 地域（ウイグル文化の中心地）に集中。



BBCの調査報告
• 子どもたちを家族、信仰、
言葉から意図的・組織的
に引き離すための取り組み
が進行していることを、証拠
が示している。

• 1つの町だけで子ども400 
人以上の親が、1人ではな
く2人とも収容所か刑務所
に強制収容されていた。

大規模強制収容の副産物として大量の子供が「孤児」に・・・



左側は従来の様子

右側は現在の様子



強制収容者を秘密裏に中国各地へ移送、分散拘留・・・

数十万人を移送との指摘も・・・
臓器売買に使われている疑いも・・・



中国がひた隠すも極秘内部文章が流出・・・

AIの判断で、1週間で1万6000人を強制収容
絶対に脱走を許すな
宿舎・教室・トイレに監視カメラ、死角がないようにしろ

所で働かなければならない
修了または釈放が検討される前に、少なくとも1年は収容

理不尽極まりない収容理由
・信用できない
・国外に親類がいる
・パスポートを申請したことがある
・外国を訪れた経験がある

フランス通信：中国の政府文章1500点以上を検証

ある政府文書にはこう記されている。センターではまず、入所
者の「血筋を打ち壊し、基盤を打ち壊し、つながりを打ち
壊し、出自を打ち壊さ」なければならない。



大規模強制労働、日本企業を含む世界の有名企業の関与も・・・

オーストラリアのシンクタンクが ２０
２０年３月に発表した報告書

報告書は、2017～19年の間に、少なくとも8万人
以上のウイグル人が、中国国内の9地方、計27の
工場に移送され、少なくとも83の世界的な有名企
業のサプライチェーンで深刻な強制労働を強いられ、
さらに54の企業が、ウイグル自治区内で強制労働
に関与していると指摘しています。

関与の疑いがある日本企業14社

■報告書は次のように指摘

国際労働機関（ILO）の強制労働に関する指標に従えば、
ウイグルのケースは以下に関連する
1 脅迫や脅威に曝されている＝恣意的な拘束や警備員やデジタル技術による監視
2 従属的で、脆弱な立場にいる＝家族に対する脅迫
3 移動の自由が制限されている＝柵に囲まれた工場、ハイテク技術による監視
4 隔離＝隔離された寮での生活や専用列車での移動
5 虐待的な労働環境＝政治的教育、軍事的管理、宗教行為の禁止
6 長時間労働＝労働後の北京語教育、政治教育



日本ウイグル協会からの質問状に対する企業の対応 ※詳細は当会公式サイトを参照

企業名 回答・対応内容 評価

京セラ 取引先変更 前向きな対応。感謝します。

ジャパンディスプレイ

パナソニック 完全に無視 書面での質問状のほか、電話での問い合わせも完全に無視。絶望的な対応。

ユニクロ 報告書が指摘したサプライヤーとの取引はないと否定 ・取引があることは明確。不誠実な対応。
・「新疆綿」を扱う企業として、大規模強制収容と一体化した強制労働に加担しているリスクが高い。

無印（良品計画） 第三者による監査などを実施したが、問題無かった ・「新疆綿」を扱う企業として、大規模強制収容と一体化した強制労働に加担しているリスクが高い。
・ウイグルの人権侵害を理由に米国政府が禁輸対象にしている企業との取引が問題視されている。

しまむら 内部調査（自己評価？）を実施したが、問題無かった ・調査になっていない。
・ウイグルの人権侵害を理由に米国政府が禁輸対象にしている企業との取引が問題視されている。

任天堂 調査になっていない。

日立製作所 第三者による監査などを実施したが、問題無かった ・監査を実施したことは評価したい。中共の管理下での監査自体に限界があり、結果に疑問が残る。
・ウイグルの人権侵害を理由に米国政府が禁輸対象にしている企業との取引が問題視されている。

ソニー

ＴＤＫ ・監査を実施したことは評価したい。中共の管理下での監査自体に限界があり、結果に疑問が残る。

東芝

三菱電機 報告書が指摘したサプライヤーとの取引はないと否定 報告書が指摘したサプライヤーとの取引はないと否定していますが、納得のいく説明を示しておらず、
問題に正面から向き合う姿勢が見られません。

ミツミ電機

シャープ



綿花製品

（新疆綿）

太陽光パネル
（結晶シリコン）

トマト製品

ビール

（ホップ）

強制労働 監視技術

監視カメラ部品

バイオ技術

日本企業がウイグル人の人権侵害に加担するリスク・・・

綿花について、中国の生産量
の8割以上がウイグルで生産さ
れる。ユニクロ、良品計画、しま
むらをはじめとする多くの日本企
業が「新疆綿」を扱う。
太陽光パネルの部材（結晶シ
リコン）について、中国の生産
量の8割以上がウイグルで生産
される。日本は太陽光パネルの
約8割を中国から輸入している。
ウイグルにおける大規模監視シ
ステムにおいて、日本企業の部
品が使われている可能性が指
摘されている。

日本のアパレル関連企業、太
陽光パネル関連企業、電子部
品メーカー等が、ウイグル人に対
する大規模強制収容と一体化
した強制労働や大規模監視に、
間接的にではあるにせよ加担し
ているリスクが高い。
ウイグル人の身に起きていること
は、一般的な人権侵害としてイ
メージされる問題とは次元の異
なる深刻な人道上の問題です。
企業が問われているのも、日本
でいうところのいわゆる「不祥事」
とは異なる、重大な社会的責
任を伴う問題なのです。

強制労働から利益を得ることは、直接的、間接的であることを問わず、決して許されるものではありません。企業、投資家、消費者、そして政府も含む日本の社
会全体が、強制労働とつながるビジネスをサプライチェーン上から排除するための、実効性ある行動を求められている。
特に、既に関与が指摘されている企業は、外部（国際社会）の専門家などを交えた透明性の高い調査を実施し、その詳細を全て公開し、自信を持って強制
労働への関与を否定できない以上は、問題視されているサプライヤーとの取引を続けるべきではない。




